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9月28－29日、九州国立大学島原研修所で谷川先生と学生6名でゼミ合宿を行いました。各自の研究テーマに基づき一人につき約1時間半の発表を担当しました。ほとんどの学生が当日の明け方まで資料作りに追われていたようですが、なんとか全員発表出来、これからの課題も見つけられたように思います。
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　最後には先生も一緒にテニス大会を行いました。ほとんどがテニス未経験者で、ズッコケな試合運びながらも、とても面白かったです。皆合宿の中のスポーツ大会が大好きで、発表よりも皆生き生きしていました。

　谷川ゼミの合宿は温泉がつきもので、今回も長崎に帰る途中、島原市内の温泉に入りました。そこには珍しい炭酸の温泉があり、初めて入りましたが、合宿の疲れが抜けていくようでした。

[image: image29.png]


　今回も無事ゼミ合宿を終えることが出来ました。先生には行き帰りの運転をしていただいてありがとうございました。（朝永）
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Official Development Assistance（政府開発援助）の略。政府または政府の実施機関によって、開発途上国や国際機関に供与されるもので、開発途上国の経済・社会の発展や福祉の向上を目的に行う資金・技術提供による協力。                     ＜ＯＤＡシンボルマーク＞

　

２．日本のＯＤＡの実績（2004年度）
現在、日本はアメリカに続き世界第2位の援助国である。1990年から2000年までの10年間は世界第1位。2004年度のＯＤＡは、対前年比0.3%増の約89億555万ドル。

援助額が年々減少傾向にある日本に対し、第1位のアメリカ、3位のフランス、4位のドイツなどの主要援助国の実績は増加傾向。

日本ＯＤＡの対ＧＮＩ（国民総所得）比は0.19%で主要援助国22カ国中第20位。また、日本のＯＤＡの国民一人当たりの負担額は、69.8ドルであり、同22カ国中第17位。

　地域別に見たＯＤＡ実績では対アジア援助に占める割合が42.7%となっており、ＯＤＡのおよそ半分を占める。以下、中東17.3%、アフリカ10.9%、中南米5.2％、大洋州0.7%、欧州2.4%、その他20.8％。
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（出典：ＯＤＡ ＨＰ）

３．ＯＤＡの形態

　ＯＤＡは、開発途上国に対して直接援助を行う二国間援助と国際機関を通じて行う多国間援助がある。二国間援助には、有償賞資金協力（円借款）、無償資金協力、技術協力がある。

　・有償資金協力：開発途上国に対し、長期返済、低金利等の緩やかな条件で開発資金を

　　貸し付ける。円で貸し付ける為、「円借款」とも言う。

　・無償資金協力：開発途上国に返済義務を課さずに開発資金を供与するもの。

　・技術協力：開発途上国の国づくりと自立のために、将来を担う「人づくり」を行うも

　　の。研修員受入、専門家派遣、開発調査、青年海外協力隊（以下ＪＯＣＶ）など。

４．モロッコ概要
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国名：モロッコ王国

面積：44.6万ｋ㎡（日本の約1.2倍）　　（出典：ＪＩＣＡ　ＨＰ）
人口：3008万人（2003年）
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首都：ラバト

人種：アラブ人（65%）　ベルベル人（30%）

言語：アラビア語（公用語）、フランス語

宗教：イスラム教スンニ派

政体：立憲君主制

元首：モハメッド6世（1999年7月即位）

産業：農業（小麦・大麦・柑橘類・オリーブ

　　　等）水産業、鉱業、工業（繊維・皮革製品等）

５．経済協力（単位：億円）
主要援助国：　①フランス（205.0）②日本（64.8）③イタリア（21.9）④ドイツ（15.7）

日本の援助（2003年度までの累積）：　①有償資金協力　1598.52億円　
　　　　　　　②無償資金協力　284.03億円　　③技術協力　257.40億円

最近の主要案件：　
　　地方部中学校拡充計画（2003－有償）、水産物開発技術センター建設計

　　画、地方電化計画（2002－有償）、地方村落妊産婦ケア改善計画（2002－無償）、道路

　　保守建設機械訓練所機材整備計画（2004－無償）、環境庁監督検査能力強化（2004－技

　　術）、地方飲料水供給計画支援（2004－技術）等

６．ＯＤＡ供与の考え方

（１）ＯＤＡの意義

　・ジブラルタル海峡を挟んでアフリカ大陸と欧州を結ぶという地政学的な重要性

　・穏健かつ現実的外交政策をとる北アフリカ・地中海地域の安定勢力（米・ＥＵとの関

　　係性）

　・アフリカ諸国、中東諸国における一定の影響力

　・モロッコとの漁業協定

（２）ＯＤＡの基本方針

　・民主化　　

　・経済改革　

　・社会格差是正　

　・ＭＤＧｓ①（ミレニアム開発目標）達成

（３）重点分野

　・農業及び水産業の開発・振興支援

　・水資源の効率的利用のための農業用水及び飲料水確保の為の水資源開発支援

　・持続的成長を支える基礎インフラ整備支援

　・都市・地方間の格差是正及び貧困削減の為の地方開発支援

　・持続的発展確保の為の環境分野の支援

　・社会開発支援

７．ＯＤＡ民間モニターとしての現地視察案件

案件１　地方給水計画＜有償＞　　　視察日：2006.8.21　　場所：ムーレイ・ヤコブ　

事業概要：ムーレイ・ヤコブ県、サフィ県、ティズニット県の3県において、配水池・ポンプ場・共同水栓の建設、及び水道管の敷設等により、上下水道システムを整備する。

コメント：

世界遺産都市フェズに隣接するムーレイ・ヤコブ県にて実施されている地方給水計画。先ず驚いたのはその対象地域の広さであった。５つのポンプ場と総計600ｋｍに及ぶ水道管の整備により、その最たる目的である女性と子供達が行う水汲みの労働軽減に大きく寄与しているようであった。また、計画実施後の維持・管理体制の整備も住民組織、ＯＮＥＰ、民間企業が一体になって行われていた。

しかし、水道料金の価格はまだ改善の余地があると感じた。共同水栓の数も決して十分とは言えない。住民がより一層水へアクセスし易い環境整備に向け、ＪＢＩＣ、ＯＮＥＰ、住民組織が三位一体となった運営努力が必要である。

案件２　①地方村落妊産婦ケア改善プロジェクト＜技術＞　　　　　視察日：2006.8.21

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場所：セフロ

②地方妊産婦ケア改善計画＜無償＞　　　視察日：2006.8.22　　場所：セフロ

事業概要①：村落部の高い妊産婦死亡率に対し、県保健支局や医療機関の医療従事者の能力向上を図ることにより、サービス提供能力を強化し、村落部の女性に対して適切な保健サービス（妊産婦健診や安全な分娩ケア）が継続的に行われることを目指す。主な活動は以下4点。

　　　　　　・妊産婦ケアに関わる助産婦・看護士に対する継続教育システムの整備、質

　　　　　　　の向上

　　　　　　・保健行政の能力向上を図り、県レベルの保健支局で適切な保健サービスの

　　　　　　　提供

　　　　　　・妊産婦ケアに関わるＩＥＣ②の活動強化

　　　　　　・巡回診療活動の強化

事業概要②：フェズ・ブルマン州、メクネス・タフィラレット州、グルミン・エスマラ州の3州15県において、母子保健サービスに必要な機能を充足させる為に、医療設備におけるサービス供給体制、巡回妊産婦健診体制及び緊急時の妊産婦の搬送体制を整備。具体的には以下３点。

　　　　　　・医療施設に対する機材の整備、及び産室、産科棟、産科手術室、保健セン

　　　　　　　ターの新築または増築

　　　　　　・妊産婦搬送用の救急車の調達

　　　　　　・巡回検診車両の調達

コメント：

同プロジェクトの改善に最も必要な事は、継続的人材教育と院内での情報の共有化である。現に、視察を行った病院では「妊産婦死亡率削減の目標数値」という最も重要な情報の共有がなされていなかった。助産婦の経験値の向上は一朝一夕には改善されないもので改めて継続可能な支援の重要性を実感した。

また、途上国特有の統計調査の難しさという問題も浮き彫りであった。死亡率10万人中230人（村落部は307）という同国の妊産婦ケアにおいて、より効果的な援助を実施する為には統計作成の為のサンプリング等の情報収集が必要不可欠である。

この様な問題に立ち向かう日本人専門員の方の熱意を強く感じた視察でもあった。

案件３　地方女性促進センター建設計画＜草の根＞　　　　　　　　視察日：2006.8.23

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場所：エラシディア

事業概要： 女性促進センターの建設及び下記品目の供与（464,900ＤＨ≓6,000,000円）

　　　　　・センターの建設　　・指導用機材整備

コメント：

同センターの周囲は見渡す限りの土漠と山と民家しかない、まさに地方部と呼ぶに相応しい場所だ。そんな中にあってか、センターは女性と多数の子供達で一際賑わっていた。子供達が多数遊んでいる姿を見ると、このセンターの有用性が窺えたのだが、肝心の女性向けの活動はさほどの盛り上がりを見せていないようにも感じた。

　しかし、同センターはモロッコ政府等からも支援を受けていることもあり、小さいながらに設備は充実していた。また、ビニール袋等のゴミを子供達に回収させ、1k当り２DHと交換し、パソコンの使用料等に充てるという活動は、同時に環境問題意識へのインセンティブとして非常に効果的である。一人でも多くの地域女性の地位向上が、同施設の利用により実現されればと切に願う。

案件４　ＪＯＣＶ（青少年活動、短期派遣）活動現場＜技術＞　　　　視察日：2006.8.23

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場所：ムダグラ村

活動概要：月～土の午前中、地域保育所で同僚保育士と協力し幼児への指導を行う。月～木の午後は女性の家にて洋裁教室。女性のニーズを調査、活動案を考案中。夏季の地域の文化活動にて青少年向けイベントを計画中。観光客用の土産品（牛乳パックの紙すき技術とモロッコの伝統的刺繍とを組み合わせたポストカード）の開発・販売を通じた収入工場計画。

コメント：

「女性達に商売根性が芽生え始めた。」そうおっしゃったのはJOCV狩野隊員。新規、かつ短期での派遣という成果が見えにくい活動条件の中、その言葉に希望を感じた。

　地域の女性が作る手工芸品は質も高く、十分な商品価値がある。これを商業ベースに乗せ、国外輸出…とは簡単にはいかないが、女性が自らの活動により自信をつけるということは、この様なイスラム社会の地方部においては非常に意味のある、地域社会活性化への大きな一歩だと感じた。

　スポーツを通した子供達へのルールやマナーの育成という活動もまた、小さいながら村の発展への第一歩を確実に踏み出した活動であると感じた。

案件５　ＪＯＣＶ（村落開発普及員、短期派遣）活動現場＜技術＞　　視察日：2006.8.23

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場所：アルプスバァグッリシュハナボウ村

活動概要：地域女性に識字教育の重要性や組合設立後の活動、また活動意義を啓発する。観光客向け地域特産手工芸品の開発を、女性組合設立後に計画し、女性の現金収入を目指す。

他の業種のＪＯＣＶ（服飾）との協力により、地域女性向けに手工芸品と布の脱色・染色教師地を開催。識字教育への意識改善。

コメント：

女性イスラム教徒と同様のベールを頭に巻き、村の女性とスカーフの染色について語り合っているJOCV酒井隊員の姿は、現地に赴任して未だ5ヶ月足らずの姿とは思えない程、現地女性達と同化していた。

　地方部では特に、女性は閉鎖的であるが、この村の女性達も例外ではなかった。しかし

酒井隊員と共に作業を進める女性達の顔には笑顔があり、集まっている人数こそ多くはないものの彼女達から活気を感じた。

　男性達の女性組合に対する理解は人それぞれであるが、今では男性の方から女性組合の組織の申し出があるという。イスラム社会の小さな農村に、女性のエンパワーメントを梃とする地域発展の大きな可能性を感じた。

案件６　ブヤ・ハッターラ修復計画＜草の根＞　　　視察日：2006.8.23　　場所：ブヤ

事業概要：ブヤ・ハッターラ灌漑工事費の供与（577,500ＤＨ≓750000円）

コメント：

目の前まで砂漠化の波が押し寄せるブヤ。この村の道端を這う様に掘られた用水路は、村民の生命線そのものであるように思えた。

事実、この土地のハッターラが枯渇すれば、住民は他の村に移動せざるを得ない。この用水路の維持・管理が村民の死活問題であることに大きく納得した。この状況で１つ喜ばしかった事は、この用水路維持への村民の協力が、同時に村民の社会参加を促していることであった。

　今後、村民自らの用水路維持に加え、得た水をいかに耕作地拡大に結びつけるかが援助評価に向けた最大の課題であろう。同時に止まらない砂漠化とどう向き合っていくのかという環境問題への考慮も必要ではないだろうか。

案件７　①シニア海外ボランティア（看護・新生児ケア・小児医療）活動現場＜技術＞

　　　　②シニア海外ボランティア（小児医療）活動現場＜技術＞　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　視察日：2006.8.24　　場所：メクネス

事業概要①：・新生児、未熟児のケア

　　　　　　・同僚看護士への助言

　　　　　　・看護実習生への指導

　　　　　　・実習生への指導に関する助言

事業概要②：・小児科医への一般的指導、助言

　　　　　　・小児心臓超音波に関する技術的指導

コメント：

2005年度に入院した低体温症の新生児の半数が入院当日に死亡。妊娠後31週以下で生まれた未熟児は全員死亡。あまりに衝撃的な実態に、一瞬この病院がODAの実施対象であることを疑った。

　設備や人員、薬品の慢性的な不足が死亡要因であることは明白なのだが、仮に薬があっても親はそれを買えない。また長期入院させられない等の理由で乳児に治療が施せないという悪循環がある。この事態をシニアボランティアの医師２人の努力で打開することは不可能だ。技術協力という枠を越え、日本・モロッコ両政府の継続的・包括的支援が実施されることを願う。
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119台

【1日1USドル未満で暮らす人の比率】
（％／1990～2002年の最近の年次データ）
※1　出生率……合計特殊出生率。女性が出産が可能な年齢の終わりまで生き、年齢ごとにその年齢の通常の出生率にしたがって子どもを産むとしたとき、その女性が一生に産むことになる子どもの人数。
※2　5歳未満児死亡率……出生時から満5歳に達する日までに死亡する確率。
※3　 平均寿命……出生時の平均余命。新生児が、その出生時の人口集団の標準的な死亡の危険のもとで生きられる年数。
※4　初等教育純就学／出席率……国連教育科学文化機関（ユネスコ）統計研究所が報告している初等教育純就学率と、国別世帯調査で報告された初等教育出席率から算出されたもの。
（財団法人 日本ユニセフ協会発行『世界子供白書　2005』より）
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（出典：ＯＤＡ白書２００５）
　図３
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　図４
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	図書紹介：『多文化主義・多言語主義の現在』

　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝永美奈子（クロス３年）
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西川長夫・渡辺公三・マコーマック編『多文化主義・多言語主義の現在』，人文書院，1997年

１．本書の構成　
　＜主要目次＞

多文化主義・多言語主義の現在（西川長夫）／ナショナリズム・マルチナショナル・マルチカルチュラリズム（渡辺公三）／単一文化の神話を越えて（G・マコーマック）

　　I　カナダ

多文化主義宣言への道（木村和男）／カナダの多文化主義の意味するもの（加藤普章）／ケベックの選択（石川雄）／北部ケベックの先住民（S・ヘンリ）／カナダにおける先住民族と先住民権（T・バージャー）

　　II オーストラリア

多文化主義国家オーストラリアの誕生とその現在（関根政美）／多文化主義と法の役割（杉原充志）／先住権のゆくえ（細川弘明）／文化を創造する人びと（鈴木清史）／非英語圏からの移住者にとっての家庭と世代間変容（佐藤真知子）／ポスト・エスニック・マルチカルチュラリズム（杉本良夫）／多文化主義への挑戦（G・パパリナス）

　　附 関連資料・関連年表
２．「多文化主義・多言語主義の現在」（西川長夫）について

(1)多文化主義の重要な問題

多文化主義のあいまいさ　多文化主義を唱えるならば、あるいは多文化主義を推し進めるならば、それは当然多言語主義を伴うはずである。しかし、カナダではフランス系住民が人口の大きな比率を占めており、政治的にも一大勢力であったから、二言語多文化主義という、異様な形の多文化主義が成立した。

多文化主義を受け入れながら多言語主義を拒否する理由の説明は、いままで私の知りえた限りでは、経済的効率のみである。では、文化的多様性を認め、それぞれの文化的自立と共存を積極的に推し進めようとする多文化主義は、経済的効率によって左右されるような性質のものであろうか。

また，文化とは何であるかを厳密に考えないで、文化的なあいまいさのなかに安住していることにならないだろうか。

先住民問題　先住民の側から見てこの議論はどのような意味をもちうるか、という視点の欠如が、この議論を結局は西欧中心主義的な枠組みのなかにとどめている。多文化主義・多言語主義の主張が、もし旧植民地国家の脱植民地化の試みであるならば、彼らが虐殺し、放逐し、あるいは抑圧しつづけてきた先住民たちにいかに対するかが最初の問題であろう。

先住民に対する対応=多文化主義・多言語主義の本質

多文化主義を取り巻く諸概念　多文化主義・多言語主義の概念は国民国家そのものの枠を越えようとする方向性をはらんでいたはずであるのに、結局は議論が既成の国家の枠組みのを前提としている。（彼らが用いる文明、文化、エスニシティ、民族、アイデンティティ等々の主要な概念が、基本的には国民国家時代に形成された古い概念のままである。）

形態　エスニシティや民族問題の背後にあってつねにその根本的な原因になっている、搾取と被搾取のシステム、形を変えた新しいタイプの植民地主義、といったものに対する指摘や考察の欠如、あるいはそうした差別のシステムと多文化主義とがいかなる関係にあるかについての考察の欠如が感じられるからではないかと思う。多文化主義・多言語主義はそうした差別のシステムに対する告発という形もとりうる。また、差別のシステムとしての資本主義や国民国家はそのまま維持すべきものであろうかという問いを含む。

プラグマティズムからの産物か　多文化主義が政治的妥協とプラグマティズムの産物であるという側面を強調しがちである。おそらく、この指摘は正しく政治的現実の側面は冷静に観察し、正しく判断しなければならないと思う。だが、多文化主義をめぐる論争や政治的な交渉のあいだには、様々な矛盾、国益や国民統合といった既成の国民国家の枠組みを超える部分が含まれており、そうした新しい要素を見分けて意味付ける作業も必要であろう。（ｐ12～ｐ13）

３．「多文化主義宣言への道」（木村和男）について
(1)主張

多民族国家の新たな統合理念としての凝集力を失い、ケベック州の分離＝独立運動や北米自由貿易協定などと共に、カナダのナショナル・アイデンティティーを脅かす要因でしかなくなったのだろうか。多文化主義も、第二次世界大戦後の新たな情況に対するカナダ的プラグマティズムから生まれた、一つの過度的統合策としての側面を強く持っていると考えられる。

(2)歴史的流れ
英仏間の不平等　多数派のイギリス系が支配する連邦政府が、国家運営の重要部分のみならず、州法への拒否権を確保し連邦政府の枠内では最大限の中央主権性を確保したからである。

アングロ・コンフォーミズム　同化論は非英仏系の同化を進めはしなかった。イギリス系は、移民を対等のパートナーとみとめようとはせず、移民も同化されるのを拒否したからである。

メルティング・ポット論　1920年代後半には、「メルティング・ポット」論が台頭する。これのポイントは様々な移民グループからの文化的貢献を含む新社会の建設をめざす点で一致していたこと。政治・経済両面で「イギリス離れ」を進めつつあった1920年代の「カナダナショナリズム」の反映でもあった。

多元文化論　移民の文化的貢献を承認することは、カナダに対する帰属意識を高め、結果としてカナダの国民的統合を強化するであろうから、民族的多様性は国家的統合と矛盾しないと主張されたのである。

二大政党が激しい移民票の争奪戦を始めた。人種差別論に迎合するよりも、移民票を獲得する方が有利であると、二大政党が「発見」したこの時期が、エスニシティと政治との関係の重要な分水嶺となった。

1960年、ケベック州で「静かな革命」が始まり、ケベック分離＝独立論が急速に高揚した。ケベック・ナショナリストの要求に対応するため、オタワの自由党政府が設置したのが二言語・二文化勅命委員会である。しかし、ウクライナ系などは「その他の民族集団」を二級市民の位置にとどめておくものだとの批判を展開する。そして、71年自由党首相トルドーが「多文化主義」宣言をして、カナダの伝統的二文化主義の終焉を画した。

(3)宣言の背景

ケベックにおける「静かな革命」時、二言語・二文化の枠内でケベックの主張を配慮すれば、他のエスニック・グループの問題は先送りできるというのが、与野党を問わず多くの政治家の計算であった。

また、多文化主義宣言時も、西部とオンタリオでの自由党への支持復の狙いがあった。

政府の多文化主義政策は単なる「エスニック票」の獲得手段か、それとも世界各地での文化的多様性が工業技術、マスコミ、都市化の進展で侵食されつつある時代に、少数派を含めた文化的プルーラリズムをあくまで保持しようとする積極策なのかが、改めて問われなくてはならなかった。

(4)結論

これまでの簡単な検討からも明らかなように、カナダにおける多文化主義は、所与の理念やイデオロギーの産物ではなく、長い差別と同化の試行錯誤を経て、政治的・経済的現実に対応したプラグマティックで過渡的な政策として生み出されたものだった。

そうすると多文化主義の将来は、カナダ社会の現実に即した一層の修正だけでなく、今後の移民動向、民族構成、国民意識の変化（それらは意識的、政策的操作の対象となりうる）にもかかっているといえるのではないか。

４．「カナダの多文化主義の意味するもの」（加藤普章）について
(1)主張

カナダの長い歴史的な流れにその発端があり、移民政策の転換、ケベック分離主義に対する対応、先住民の自治権といった多くの要因が重なりあう形で展開してきている。したがって、単純に多文化主義の理念や政策だけを取り出しても全体像は理解することは容易ではない。

(2)多文化主義の理念

　①シンボルをマイナスとみなす側

　・文化に拘泥しがちな多文化主義は移民やマイノリティー集団にとって解決すべき社
　　会。シンボル自体が経済的地位を改善するものではない。カナダで生き残るには、
　　英語やフランス語を学び、近代的なテクノロジーやノウハウをしらなければいけな
　　い。

　②シンボルをプラスとみなす側

　・カナダ社会が変化している以上、伝統的立場から離れて新しい価値規範、つまり多　

　　文化主義的なカナダを志向すべきと主張する。

　・さらに単なる意思表示だけでは不十分なので、憲法の規定に盛り込んだり、多文化
　　主義法を制定して内実化することが必要と考えている。　

　・多文化主義を公な理念として掲げているのはカナダだけであり、カナダの国際的な
　　イメージやビジネスにも有用と主張。

　・移民の心理としても移民やマイノリティー集団の文化や言語が積極的に認知される
　　ため、心理的効果も大きいため、多文化主義が移民やマイノリティー集団から比較
　　的好意的に評価されるのは当然のこと。

(3)政策

カナダはただ単に「好意」や「善意」から多文化主義に取り組んでいるのではない。出生率の低下、それに伴う労働力の低下、納税者不足が将来には予想されることである。このため、非白人のカナダ人をどのようにカナダ社会に取り込んでいくかが国家戦略としても重要なテーマでありうる。

カナダでは連邦政府は多数存在する政府のなかのひとつに過ぎず、ほかの政府は連邦政府と同一の歩調で政策を展開するわけではないことを理解しなければならない。

(4)結論

筆者は多文化主義をいわば社会生活の「民主化」のひとつと位置づけている。連邦、州、自治体レベル、で行政プログラムを検討していかなければならない。また、多文化主義はエスニックな問題だけではなく、移民も高齢化すれば、福祉や医療の問題に関連するし、男女間の格差があればジェンダーの問題にも触れなければいけない。

５．「北部ケベックの先住民」（S・ヘンリ）について
　(1)主張

　先住民は連邦政府の管轄であるが、ケベックは、カナダ連邦からの分離・独立を含む主権を主張している現状において、州内の先住民族はケベック政府の管轄であるという立場をとっており、ケベック州の先住民は二つの主権者、すなわちカナダ連邦政府とケベック州政府を相手に交渉しなければならない立場に置かれている。このようなケベックの先住民に焦点をあわせていく。

　(2)ケベック州 対 先住民

[image: image39.emf]

　静かな革命の一環のある事業も先住民は社会や生業の面で大きな打撃をうけた。先住民は裁判所に訴えたが、先住民の訴えは却下された。しかし、工事の遅れを懸念したケベッ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(http://www.graphicmaps.com/)

ク州政府は、先住民の交渉に応じることにした。                                            
　ジェームズ湾協定では、限定された権利の承認と補償金を引き替えに、先住民はそのほかの一切の権利と請求権を放棄することになった。この協定によって二つの先住民自治組織ができたことは評価すべきである。

　しかし，イヌイットの立場としては、そうした「自治」には二つの問題がある。①非先住民の人口が多くなれば先住民の声が政治に反映されなくなる懸念が常にある。②すべての立法措置に対してケベック州の自治担当大臣および自治体委員会の承諾が必要なこと。

　(3)結論

ケベックが独立した場合、先住民はカナダにとどまると表明している。そうした表明の背景には、①北部ケベックに住む先住民は、文化、社会、言語の民族的な絆と連帯感をケベックにではなく、周囲のカナダ先住民に対してもっていること，②カナダでは先住権が保障されていること，がある。
　最悪のシナリオでは、ケベックの独立によってケベックの先住民は周囲の同胞から分断されることになる。その結果、ヨーロッパのバスクや中近東のクルドをめぐるような泥沼状態になる恐れもある。

　ケベック州政府も連邦政府も先住民への経済支援などのなすりつけをした挙句、そのしわよせが及ぶのは常に先住民である。自治権を含む先住民の権利が、レトリックに終わらず、現実の問題を解決するのに参考になるのかということが、ケベックを舞台に実証されようとしている。

６．「ケベックの選択」（石川雄）について
　(1)多文化主義の調和体制

　多文化主義は近代の啓蒙主義的秩序観（調和への信仰）に代わるものと期待された。しかし、実際には断絶を断絶として受容するだけの幅を持たない、最終的な同化を前提にした自由主義的寛容の枠の中のもので終わっている。ケベックの独自性を二言語主義のなかでのみ承認する姿勢は、実際には経済的支配言語が英語であり、いくら二言語主義が採択されようと、よりマイナーな言語は存在基盤を失ってしまうということをケベックが知り抜いているから、フランス語一言語政策に固執するのだ。

　多文化主義がケベックを含む政治統合原理として働くには、個々の文化の排他性がその包摂性と対立することなく、またその特殊性が普遍性と相反することなく理解されるような主義へと変化しなければならない。
　このような多文化的政治統合は、N・レッシャ－が提示する①多様性の正統化，②制御された不協和音，③違いの黙認，④他者の自治の尊重，という4点を柱とする多元主義である。

　事実や価値へのコンセンサスが欠如している場合にも協調・協力は可能とする政治社会理論である。しかし、いざ制度化するとなれば、実体化を避ける工夫が必要になる。

　(2)カナダにおける非実体化

　カナダでは最高裁判の司法判断よりも、選挙によって選ばれた代議士による決定を尊重し、それを民主的と判断している。

　EUでは補完性原理と呼ばれるsubsidiarityがある。州政府の決定を連邦政府の決定により近づける支援をすることが出来る。ここまで、分権化を認め、財政的な補完までを可能にしている。しかし、まだカナダは不十分で、EU型の補完性原則の導入が重要になってくる。
　これは、ケベックの独自性を承認した上で、補完性原則を立法の柱とする方法で、ケベックという文化集団の政治的非実体化を図るという方策である。
　この方向にケベックが動いていくとしたら、カナダは他に類のない脱国民国家の興味深い事例を提供してくれるだろう。

７　カナダと多文化主義
私はカナダには語学留学という名目で一年間滞在したことがある。私が主に滞在していた都市は、バンクーバーである。観光でトロントにも滞在していたが、バンクーバーはトロント等の他の都市よりもアジア系の移民が多く、実際に多文化主義を体験してきた。バンクーバーにとって多文化主義は必要不可欠なものであり、もはや常識という雰囲気がバンクーバーには存在した。しかしそれはまた、単に移民が多く存在するからという理由だけではなく、政策としての多文化主義がバンクーバーのそのような雰囲気を促進させているのは真実でもあるだろう。（４参照）しかたがって、政策としての多文化主義はローカルに密着しなければならないという主張は賛成できる。かといって、政策として打ち出されたことが政治的妥協のため、早期に実践をせまられたことは、多文化主義の理論的な部分をなおざりにしている部分はあると感じる。（２参照）文化は曖昧な故に深く考えることが出来ない、またしないことが私自身多かった。これからの研究課題には理論的な側面を考えていくことにしたい。

多文化主義を論じる際には、国民国家時代の用語で語られている。これを打破しなければいけないと書かれてあるが、実際私はそれらに変わりうる用語が何かわからないのでこれ以上語ることは出来ない。しかし、国民国家時代の用語を基に多文化主義を論じ、また、それ以外の用語で論じることを比較することは無意味ではないと思う（２参照）。

ケベックの先住民は，カナダ連邦政府とケベック州の承認を得られなければ，自治権を獲得できない。これは，ケベック先住民勢力の弱さを物語っているだろう。しかし、日本の少数民族の立場とケベック先住民の立場を比較すると、ケベック先住民は、まだ見通しが明るいように思える。もし、多文化主義が政治的・経済的戦略以外のものを付帯しているとすれば、先住民に対する措置は将来大きく前進するものであると思われる。またカナダでは最高裁判の司法判断よりも、選挙によって選ばれた代議士による決定を尊重し、それを民主的と判断している点は、ケベック先住民にとっては、重要視しなければならないことだろう。ある代議士がケベック先住民にとって有利な発言をするかどうかはケベック先住民の未来に少なからずかかわってくるだろうからだ。（５，６参照）

以上、これらの考察をふまえて，これからのカナダ研究に取り組みたい。

	随　想


▼やせ我慢の美学を
　マスコミが大衆に媚びを売るのは営業上やむを得ないとはいえ，限度はあるはずだ。やせ我慢ができないようでは，言論機関失格だ。
　先日，朝日新聞を見ていたら，とんでもない記事が目についた。悪意はない。大衆への安直な媚びだ。しかし，無邪気ゆえに，この手の大衆迎合は危ない。朝日に抗議の投書をしたら，掲載された。潔く非を認めるところは，さすがに偉い。言論機関としての矜持か。投稿原稿は下記の通り（紙面では一部修正）。

	血液型の記載　記事には不要

大学教員　谷川昌幸 

　今回の自民党総裁選記事に，朝日新聞は候補者の血液型を掲載した。全く不適切であり，謝罪し取り消すべきだ。 

　９月９日付記事では安倍，谷垣，麻生各氏，２２日付では安倍氏の血液型が，身長，体重とともに記載されている。自民党総裁選は，実質的には次期首相を決めるものであり，国民の関心も高かった。朝日新聞が総裁候補に関する情報を詳細に報道するのは当然だ。しかし，身長や体重，ましてや血液型と政治的能力とはどのような関係にあるのか。政治家には，たとえばB型が最適，O型はやや難があり，A型は不適格ということか。 

　血液型性格分類の根拠は科学的には立証されていない。ところが，若者を中心に血液型


	性格判断は広く支持されており，大学ですら「彼はB型だから・・・・」といった会話が日常的に交わされている。遊び半分といって済まされない状況だ。 

　ここでもし朝日記事が先例となり政治家紹介に血液型を書くことが一般化したらどうなるか。血液型で政治家適性が判断されたり，保守はA型，革新はB型，中道はO型といった血液型政治論が現れ，「私はA型だから，A政党に投票する」といったことになりかねない。 

　朝日新聞は，おそらく若者の間の血液型性格判断人気を念頭に，硬くなりがちな政治記事を親しみやすくするつもりで総裁候補の血液型を掲載したのだろう。しかし，血液型と政治家の資質の間には何の関係もない。両者の関係づけはきわめて危険であり，倫理的にも政治的にも絶対にやってはならないことだ。（朝日新聞，１０月７日付投稿記事原文）


▼今月のお勧め――『丸山眞男　回顧談（上）』岩波書店
[image: image40.emf]

　丸山眞男（1914-96）の生い立ちから晩年までを直接本人から聞き取り，編集したもの。回顧談というと，功なり名遂げた名士の自慢話ととられがちだが，これは決してその手の安直本ではない。丸山の生涯はほぼ昭和史と重なる。丸山が自ら語るその生き方は，昭和史と深く切り結び，これを見ずして昭和思想史は語りえないとさえいってもよい。
　聞き手は，松沢弘陽，植手通有，『丸山眞男集』担当編集者の３人。このメンバーからすれば，この回顧談がお茶のみ話とは対極の，最上質の日本思想史になるのは当然だろう。
　しかし，それだけではない。丸山は，知的座談の名手であり，高級なユーモアが各所にあふれている。本来の意味で「面白くて為になる」とは，このような本のことだ。

　政治学ゼミは，丸山を読まずに卒業はできない。ゼミに自由はない。「知的快楽への強制」である。（谷川）
	政治学ゼミ通信　（発行者）852-8521　長崎市文教町1-14　長崎大学教育学部　谷川研究室　

 (HP)  http://www.edu.nagasaki-u.ac.jp/private/tanigawa/index.html


① ＭＤＧｓ（Millennium Development Goals－ミレニアム開発目標）


ミレニアム開発目標とは、貧困の削減、保健・教育の改善、環境保護等に関する目標であり、2015年までに国際社会が達成すべきものとして、2000年9月の国連総会において、149カ国の国家元首の支持を得て採択された。具体的には、1日1ドル未満で暮らす人口比率の半減、男女差別なく初等教育を完全に修了、５才以下の子供の死亡率を３分の２に削減、妊産婦の死亡率を４分の３に削減、２０１５年までにＨＩＶ/エイズ、マラリアやその他の疾病の蔓延を阻止し、減少に転じさせること等について、明確な数値目標として掲げている。


② ＩＥＣ　Information・Education・Communication－情報・教育・コミュニケーション
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